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情報化施工技術の一般化・実用化の推進

吉　田　真　人

国土交通省は，平成 25 年 3 月 29 日に策定した新たな情報化施工推進戦略に基づき，情報化施工の普及
促進に取り組んでいる。新たな情報化施工推進戦略では，情報化施工技術をその普及状況に応じて「一般
化技術」「一般化推進技術」「実用化検討技術」に分類し，各段階に応じた普及支援措置を講じることとし
ている。本稿では，一般化を推進する技術である一般化推進技術及び実用化検討技術についての普及方針
をとりまとめた，「情報化施工技術の一般化・実用化について」を平成 25 年 5 月 14 日に各地方整備局等
に通知・公表したので紹介する。
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1．はじめに

国土交通省では，平成 22 年に技術毎の普及状況等
を勘案して普及方針をとりまとめた「情報化施工技術
の一般化・実用化の推進について」（平成 22 年 8 月 2
日付け国官技第 113 号，国総施第 31 号）を各地方整
備局等に通知・公表し，情報化施工の普及を積極的に
推進してきた。この通達文書では，TSによる出来形
管理技術（土工）と MC（モータグレーダ）技術を一
般化を目指す技術（以下，「一般化推進技術」という）
に，MC／MG（ブルドーザ）技術とMG（バックホウ）
技術とTS・GNSS による締固め管理技術を早期実用
化に向けて検討を進める技術（以下，「実用化検討技術」
という）に位置付けて一般化・実用化を推進してきた。
このたび，情報化施工推進会議（委員長　建山和由
立命館大学教授）において，本年 3月 29 日に新たな「情
報化施工推進戦略」（以下，「本推進戦略」という）を
策定・公表した。本推進戦略では，平成 25 年度から
平成 29 年度を戦略期間とし，中長期的な目標となる
情報化施工技術の目指す姿を明らかにし，その達成に
向けた 5つの重点目標と 10 の取り組みを掲げており，
重点目標の一つとして，「情報化施工の普及の拡大に
関する重点目標」を設けている。
本稿では，本推進戦略を踏まえ，情報化施工技術の
新たな普及方針をとりまとめた「情報化施工技術の一
般化・実用化の推進について」（平成 25 年 5 月 14 日
付け国官技第 23号，国総公第 18号）（以下，「本通達」

という）を地方整備局等に通知・公表したので紹介する。

2．情報化施工技術

本戦略において，情報化施工技術として位置付けて
いる主な技術としては，以下の技術がある。

（1）TS による出来形管理技術（土工）
TS による出来形管理技術（土工）は，従来の水糸・
巻尺・レベル等を用いた出来形計測の代わりに，河川
土工や道路土工の基本設計データを作成し，TSに搭
載することで，現場で出来形の対象点の座標を計測し，
計測した座標データをソフトウェアにより一元管理し
て，一連の出来形管理作業に活用する技術である（図
─ 1参照）。

特集＞＞＞　最先端の高度な土木技術・建設技術の開発と実用化

図─ 1　TSによる出来形管理技術（土工）
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（2）MC（モータグレーダ）技術
MC（モータグレーダ）技術は，TS や GNSS，も
しくは回転レーザを用いて，モータグレーダの排土板
の位置・標高をリアルタイムに取得し，設計データと
の差分に基づき制御データを生成して排土板を自動制
御する技術である（図─ 2参照）。

（3）TS・GNSS による締固め管理技術
TS・GNSS による締固め管理技術は，試験施工に
よってあらかじめ締固め回数と密度の相関を調査した
上で，施工面を座標値に基づいてメッシュ化し，TS・
GNSS から得られる締固め機械の位置情報に基づき，
締固め回数をカウントし，オペレータに情報を提供す
る技術である（図─ 3参照）。締固め回数の不足や締
固めのムラをなくすことで品質の確保が期待されてい
る。

（4）MC／MG（ブルドーザ）技術
MC／MG（ブルドーザ）技術は，MC（モータグレー
ダ）技術と同様に，TSや GNSS，もしくは回転レー
ザを用いて，ブルドーザのブレードの位置・標高をリ
アルタイムに取得し，設計データとの差分を算出する。
差分に基づき制御データを生成して排土板を自動制御
するMC技術と，差分情報をオペレータに提供する
MG技術がある（図─ 4参照）。

（5）MG（バックホウ）技術
MG（バックホウ）技術とは，TSや GNSS を用いて，
バックホウの刃先の位置・標高をリアルタイムに取得
し，設計データとの差分情報をオペレータに提供する
技術（図─ 5参照）。

3．情報化施工技術の普及促進

本推進戦略では，情報化施工技術の普及状況により，
各技術を「一般化技術」「一般化推進技術」「実用化検
討技術」に分類し，各段階に応じた普及促進措置を講
じることとしている。

（1）一般化技術
TSによる出来形管理技術（土工）（10,000 m3 以上）

については，平成 25 年 3 月末時点において半数以上
の工事で活用されていること，また従来施工（施工管
理）と比べてコストが同等であることから，すでに一
般化した技術であると判断し，「情報化施工技術の使
用原則化について」（平成 25 年 3 月 15 日付け国官技
第 291 号，国総公第 133 号）において，「一般化推進
技術」から「一般化技術」に位置付けを改めた（図─ 6）。
また，TSによる出来形管理技術（土工）（10,000 m3

以上）については，技術の定着の必要性に応じて使用

図─ 2　MC（モータグレーダ）技術

図─ 3　TS・GNSSによる締固め管理技術

図─ 4　MC／MG（ブルドーザ）技術

図─ 5　MC（バックホウ）技術
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を原則化することとしており，使用原則化する工事に
おいては，特記仕様書に使用原則を明示する。機器・
システムが調達できないなどの受注者の責によらない
場合で，これにより難いときは，監督職員と協議の上，
使用しないことを認めることとしている。
また，使用原則の開始から最大 5年をもって，技術
の定着状況を踏まえ，使用原則をしなくても使用され
る状態のときは使用原則化の対象から除外する等の，
使用原則化を見直すこととしている。
①使用原則化工事
使用を原則とする工事は，10,000 m3 以上の土工を

含む「TS を用いた出来形管理要領（土工編）」が適
用できる工事としている。
なお，基準高，法長，幅等による出来形管理を行わ
ない工事（軟弱地盤上の土工で出来形ではなく施工量
を管理する場合等）や，降雪期間における土工などで
TSによる計測ができない期間が大半を占めるような
現場条件の工事など，TSによる出来形管理技術（土工）
を適用できない工事は対象外としている。
②使用原則化の措置
一般化技術について，以下の措置を実施することと
している。
1）調査費用の計上
情報化施工技術に関する調査を実施する場合は，調
査に必要な費用を計上することとしている。
2）監督・検査
工事の監督・検査にあたっては，「TS を用いた出
来形管理の監督・検査要領（河川土工編）」または「TS
を用いた出来形管理の監督・検査要領（道路土工編）」
により対応することとしている。

3）工事成績評定
使用原則化工事においては，使用しなければならな
い技術を使用したことによる加点は行わないこととし
ている。すなわち，これまで工事成績評定におけるイ
ンセンティブとして実施してきた創意工夫における
「施工」において，使用原則化技術の活用による加点
は行わないことになる。なお，一般化推進技術，実用
化検討技術等の活用については，引き続き創意工夫に
おける「施工」において加点を行うこととしている。

（2）一般化推進技術・実用化検討技術
本戦略においては，
・TSによる出来形管理技術（土工）（10,000 m3 未満）
・MC（モータグレーダ）技術
・TS・GNSS による締固め管理技術
・MC／MG（ブルドーザ）技術
・MG（バックホウ）技術
の 5 つについて，「一般化推進技術」に，TS によ
る出来形管理技術（舗装工）については，「実用化検
討技術」に位置付けられた。これらの技術は一般化に
向けた普及促進を図るため，以下の対応をすることと
している。
①調査費用の計上
発注者指定型工事における予定価格の積算にあたっ
ては，情報化施工技術の活用に必要な費用を適正に計
上する。なお，施工者希望型工事は，「国土交通省土
木工事積算基準」等により費用を計上する。また，情
報化施工技術に関する調査を実施する場合は，調査に
必要な費用を計上する。

図─ 6　普及促進する技術の変更点
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②総合評価落札方式における評価
総合評価落札評価方式における評価にあたっては，
施工者希望型工事は，情報化施工技術の活用を評価す
る。
③工事成績評定における評価
工事成績評定における評価にあたっては，「請負工
事成績評定要領」の考査項目「5．創意工夫」におけ
る「施工」において情報化施工技術の活用を評価する。

4．環境整備

情報化施工技術の普及促進を実施していく上で，受
注者が円滑に情報化施工技術を活用できる環境整備が
必要であるため，以下の項目について発注者として積
極的な対応を図ることとしている。
①施工管理要領，監督・検査要領の周知と実施
情報化施工技術のうち，施工管理において活用する
技術については，その技術に応じた施工管理，監督・
検査を実施することが情報化施工の円滑な普及の推進
となる。このため，発注者は情報化施工技術に関する
施工管理要領，監督・検査要領を周知し，情報化施工
技術を活用した工事においては，受注者と発注者は各
要領等に基づいた施工管理，監督・検査を実施するこ
ととしている。
② 3次元データの作成
TSによる出来形管理技術（土工）を活用するため
に必要となる 3次元データの作成については，当面の
間，以下のとおり対応することとしている。
・受注者は，設計図書を照査し，情報化施工の実施に
必要な 3次元データを作成する。
・発注者は，3次元データの作成に必要な詳細設計に
おいて作成した CADデータを受注者に貸与する。
また，情報化施工を実施する上で有効と考えられる，

詳細設計等において作成した成果品と関連工事の完
成図書を受注者に貸与する。
③機器・システム調達に関する支援制度の周知
受注者が情報化施工技術を活用するために必要な機
器・システムなどを調達する場合，様々な税制優遇措
置や支援制度を活用することが情報化施工技術の普及
推進につながるため，活用できる税制優遇措置や支援
制度の周知を積極的に実施することとしている。
以下，情報化施工機器・システムの調達に活用でき
る税制優遇措置と低利融資制度を紹介する。
・中小企業投資促進税制
対象者：青色申告書を提出する中小企業者
　　　　物品賃貸業は対象外
内　容：‌�機械及び装置（取得価格 160 万円以上）を

取得した場合
措　置：‌�初年度所得価格の 30％の特別償却または

7％の税額控除
・IT活用促進資金（企業活力強化貸付制度）
中小企業の建設会社が，情報化施工機器・システム
を購入，賃借する場合，㈱日本政策金融公庫の低利・
長期の融資制度の対象となる。ただし，建設機械本体
は対象とならない。

5．今後の一般化・実用化の推進

本推進戦略の 5つの重点目標の一つである「情報化
施工の普及の拡大に関する重点目標」において，「情
報化施工に関する試験施工の実績や技術の普及状況
（図─ 7）等を踏まえ，従来と比べコストが縮減する
ことが期待でき，既に技術的に確立している技術につ
いては，一般化を推進する技術（一般化推進技術）と
して選定し，3年を目途に一般化するために計画的な
普及を推進する。また，実用化に向けて検討を行う技

図─ 7　情報化施工技術の普及状況（H25.3 末時点）
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術（実用化検討技術）についても選定し，一般化推進
技術と同様の普及措置を実施する。」こととしている。
今後は，本通達に基づき普及を促進するとともに，技
術の普及状況に応じて一般化技術，一般化推進技術，
実用化検討技術の選定・判断を行い，より適切な普及
促進措置を図っていく。

6．おわりに

平成 25 年度からの 5カ年を期間とする新たな「情
報化施工推進戦略」が策定・公表され，中長期的な目
標となる情報化施工の目指すべき姿とそれに向けて今
後 5年間で実施するべき事項とその手段が示された。
また，本通達に基づき，一般化推進技術・実用化検討
化技術をはじめ，情報化施工技術の普及を今後も積極
的に推進していくこととしており，引き続きご協力を
お願いしたい。
�
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